








福島の進路　2014.１44

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

福島県南酒販　株式会社
　（郡山市）

　　代表取締役社長

山　口　哲　行
（酒類・食品卸売）

福島製鋼　株式会社
　（福島市）

　　代表取締役社長

清　水　良　一
（輸送用機械器具製造）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
アベノミクス効果が表れるまでは、まだ
しばらくかかりそう。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
自動車関係が若干プラス、建設機械関係
がゆるやかにプラスに転じる。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
不安要素は消費税の転嫁がスムーズに行
えるかどうか。これを失敗するとかなり
厳しくなる。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
生産性向上活動の推進と売上のゆるやか
な上昇による。

今
年
の
課
題

１�．酒類流通の変化に対応し、小売業・
消費者を見据えた営業活動と商品供給
２．福島県の復興に対する貢献

生産性の向上と設備の更新。

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

１．人員の適正配置と有効活用
２�．経営資源の効率的な運用によるコス
ト競争力の確保

設備の計画的な更新及び環境の改善。

最
大
関
心
事

消費税の増税が最上の問題。加えて約20
年振りの日本酒の値上げの影響。

世界経済特に米中、東南アジア及び国内
経済。

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１ 45

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

株式会社　福島製作所
　（福島市）

　　代表取締役社長

藤　原　英　男
（舶用甲板機械・産業機械）

福島トヨペット　株式会社
　（郡山市）

　　代表取締役

佐　藤　修　朗
（自動車販売）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
売上：船腹の供給過剰解消に時間がかか
る。
生産：舶用機械は海外生産が増加、減少
分を陸機部門でカバー。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する
〈理由〉
消費税増税への駆け込み需要は有るもの
の、反動減は避けられないと思う。その
影響が不透明。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
舶用機械の低価格水準が継続する。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する
〈理由〉
同上。

今
年
の
課
題

１．受注量の確保
２．海外生産を含めて安定利益の創出
３．ビジネスモデルの強化

サービス入庫誘致を含みカスタマーリテ
ンション活動により、ロイヤリティの高
いお客様との絆の強化。

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

１．海外生産体制の確立
２．アフターサービス部門の拡充強化
３�．県内に工場を持つ企業として復興事
業への参画

昨年に引き続き、カスタマーインの発想
での会社業務オペレーションのさらなる
ブラッシュアップ。

最
大
関
心
事

１．韓国・中国の造船業の動向
２．国内造船所再編成の動向
３．為替の動向

消費税増税前の自動車業界が求める自動
車取得税と自動車重量税の廃止の動向。

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１46

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

フクデン　株式会社
　（いわき市）

　　代表取締役

武　藤　正　昭
（産業ロボット製造）

富士通アイソテック
　株式会社

　（伊達市）

　　代表取締役社長

岩　渕　　　敦
（ICT機器製造・販売）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
好転する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
国内製造業は海外に生産システムを移し
ており今後生産増強などの国内投資が進
むとは考えられない。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する
〈理由〉
本年度は、WindowsXP のサポート終了
に伴う PC特需が生産・売上を押し上げ
たが、来年度はその反動が見込まれる。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
国内製造業の伸びは、大きな円安になら
ないと無理だと思う。しばらくは国内で
の生産高は縮小均衡になるだろう。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
PC は上記理由で落ち込みが予測される
がほかのプロダクト（サーバ・プリンタ
等）で収益構造の改善を図る予定である
ため。

今
年
の
課
題

今後メコンデルタ地域の発展が続くと思
う。それに対応する海外進出を進めて行
きたい。

１．生産革新による収益体質の改善
２．新規事業分野の開拓
３．地域貢献の更なる強化

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

大手企業（ソニー、デンソー等）との開
発 ITEMを積極的に挑戦したい。

１．富士通グループ企業との連携強化
２�．「ものづくり」に関する当社保有ソ
リューションの事業化拡大

最
大
関
心
事

Ｈ26年の県内経済は国の震災後の復旧予
算が執行されるので前年対比で大きく伸
張するだろう。

１�．原発の事後処理の行方と経済に与え
る影響

２．各社の設備投資意欲、及び動向

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１ 47

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

保土谷化学工業　株式会社
　郡山工場

　（郡山市）

　　執行役員工場長

松　野　眞　一
（製造業、化学工業）

丸三製紙　株式会社
　（南相馬市）

　　代表取締役社長

三　田　　　計
（紙パルプ）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
円高の是正と海外展開強化。新製品の寄
与。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
年初は４月からの消費税アップによる前
倒し需要が見込めるが、その反動が出る
事は必至である。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
荷動きは戻りつつあり、新製品の展開、
コストダウン策の効果取込み。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
原燃料価格アップによるコスト増を売価
に転嫁出来るか否がポイントとなる。

今
年
の
課
題

１．新製品の開発
２．コスト競争力強化
３．技術の継承

１．安定的な生産販売活動
２．収益の確保
３．新規雇用の確保

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

１．有機EL事業の拡大
２．カーボンナノチューブ事業の拡大
３．複写機関連事業の拡大

大型設備投資案件の計画通りの完成と円
滑な運転の開始。

最
大
関
心
事

１．有機EL市場の拡大動向
２．米国、欧州、中国経済の動向

１．消費税アップが及ぼす影響度合
２．原燃料の安定調達

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１48

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

株式会社　マルト
　（いわき市）

　　代表取締役社長

安　島　浩　司
（食品小売業）

三井ミーハナイト・メタル　株式会社
　伊達製鋼所

　（伊達市）

　　取締役事業部長

菱　本　信　幸
（鋳鋼品製造業）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
競合が激化しているため。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
国内より海外プラントの動向に左右され
る客先が多く、国内外同業との差別化で
要求される因子が多岐に渡り資源の集中
が困難。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する
〈理由〉
新規設備投資があるため。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
為替レートの効果は見られ始めている
が、船価や建設機械の回復がまだ遅いこ
と。

今
年
の
課
題

店舗競争力の向上。 １．安全衛生の向上
２．時間軸での考え方、進め方の定着

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

新設店舗の競争力向上。 若手移行過渡期に当り、リスク管理の強
化。

最
大
関
心
事

東日本大震災の本格的復興と原発事故の
収束。

１．為替動向
２．米国経済
３．金融施策

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１ 49

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

三菱伸銅　株式会社　
若松製作所

　（会津若松市）

　　取締役所長

木　津　光　右
（非鉄金属）

株式会社
　彌満和プレシジョン

　（福島市）

　　代表取締役

渡　邊　芳　男
（精密切削工具製造業）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
景気の持ち直し基調により、外部環境
は、緩やかではあるが外需を下支えに続
くと見込む。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
設備投資を積極的に行った効果が出る。
それはより一層市場ニーズにマッチング
した生産体制にしたことによる。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
高付加価値品へのシフト、品質力の向上
による差別化をはかり、収益力を高めて
いく。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
消費税が上がることにより少しずつデフ
レからインフレに向かうと考えられ、採
算性も改善されると期待している。

今
年
の
課
題

１．品質力の向上
２．現地調達化へ向けた展開
３．生産効率化の追及による体質強化

人材の教育を重視している。その目的は
次の時代を考えられる人間を育てること
である。

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

１．現地調達化対応設備導入
２．高付加価値品対応設備の能力増強

エネルギーや水資源の問題に対し調査・
研究を行い、関連技術について環境や省
エネの可能性をチェックし、実行してい
きたい。

最
大
関
心
事

１．自動車業界の動向
２．金属、エネルギー価格の動向
３．為替、金利動向

原発問題に対し、今後の方向性や指針が
示されるか注視したい。

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１50

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

株式会社　ヨークベニマル
　（郡山市）

　　代表取締役社長

大　髙　善　興
（小売業）

株式会社　羅羅屋
　（会津若松市）

　　代表取締役

安　東　裕　子
（鞄製造）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや悪化する

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
消費増税を控え、駆け込み需要もある
が、お客様の購買行動は増々厳しくなる
と予想される。前年並みの維持を目指す。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
増産による受注増を見込む。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
厳しい環境が続く中にあっても、コスト
コントロールや生産性の向上など、自社
努力を継続し、利益構造を変えていきた
い。

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない
〈理由〉
増産に伴う固定費増と消費税率引き上げ
による価格転嫁がカギ。

今
年
の
課
題

１店舗１店舗の個店経営を推進するた
め、商品政策や人材教育に注力し、生活
提案型スーパーマーケットの確立を目指
していく。

増産に向けた生産体制の確立。

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

見学含めた来場者の増加。
（魅せる工場・体験する工場への整理）

最
大
関
心
事

お客様の消費、購買行動など、めまぐる
しく変化するマーケットの動きに、いか
にスピーディに対応していくことができ
るか。

福島県の復興支援策と会津を中心とした
県外観光客の動向。

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し



福島の進路　2014.１ 51

回
答
企
業
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
質
問
事
項

株式会社　リオン・ドール
　　　　コーポレーション
　（会津若松市）

　　　　　　　　　代表取締役

小　池　信　介
（スーパーマーケット）

見
通
し

国
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

見
通
し

県
内
景
気

〈平成26年は平成25年に比べて〉
変わらない

売
上
・
生
産
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
既存店の活性化と新規出店による売上の
増加。

採
算
見
通
し

〈平成26年は平成25年に比べて〉
やや好転する
〈理由〉
既存店の活性化による収益力の向上と新
規出店店舗の収益への寄与。

今
年
の
課
題

商品力の強化と人材育成による店舗収益
力の向上。

事
業
や
施
策

実
施
予
定
の

１�．既存店舗のリニューアルによる活性
化
２．新規店舗の出店

最
大
関
心
事

１．既存出店地域の景気動向
２．消費税増税が景気に与える影響

新春特集　平成26年の福島県内景気見通し


